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１ 岩見沢市地域共生社会推進協議会 

岩見沢市地域共生社会推進協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 岩見沢市における地域共生社会の実現に向けた地域づくり、包括的な

支援体制の整備、複合・複雑化した支援ニーズに対応する重層的な支援体制

の構築等を目的として、岩見沢市地域共生社会推進協議会（以下「協議会」

という。）を設置する。  

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項に関し、協議、調整、調査、情報交換等を

行う。  

（１） 次に掲げる岩見沢市保健福祉関連計画の策定、進捗管理、見直し等

に関すること  

ア 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条の規定による、

岩見沢市地域福祉計画  

イ 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条の規定による、

岩見沢市障がい者福祉計画  

ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）第８８条及び児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第３３条の２０の規定による、岩見沢市障がい福祉計

画・岩見沢市障がい児福祉計画 

エ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０の８及び介護保険

法（平成９年法律第１２３号）第１１７条の規定による、岩見沢市高

齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

オ 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第８条第２項の規定によ

る、岩見沢市健康増進計画 

（２） 市からの諮問等による福祉・健康施策等に関する検討及び答申に関

すること  

（３） 福祉・健康施策等に関する独自提言に関すること  



 

85 

（４） 社会福祉法人からの要請に基づき、社会福祉法第５５条の２第４項

第２号に規定する地域公益事業の内容及び事業区域における需要に

ついて意見すること  

（５） その他、福祉・健康施策等について必要と認められる事項  

（組織） 

第３条 策定委員会は、１５人以内の委員をもって組織する。  

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。  

（１） 有識者  

（２） 福祉関係団体、自治組織、その他市民団体等の代表者の推薦を受け

た者  

（３） 公募により選任された市民  

３ 委員の任期は５年とし、再任を妨げない。  

４ 委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。  

（運営） 

第４条 協議会に会長及び副会長を各１人置く。  

２ 会長及び副会長は、委員の互選により決定する。  

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。  

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。  

５ 協議会の会議は、会長が召集し、会長が議長となる。  

６ 協議会は必要に応じ、各分野の有識者等から意見等を求めることができる。 

７ 協議会で得た個人情報その他秘密にすべき事項を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も、また同様とする。  

（庶務） 

第５条 協議会の庶務は、健康福祉部福祉課が行う。  

（補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会

長が別に定める。  

附 則  

この要綱は、令和５年２月２０日から施行する。  
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◎：会長 ○：副会長  

委員名簿 

（敬称略）  

氏 名  所  属  団  体  等  

鈴木 哲平 北海道教育大学岩見沢校 准教授 

牧 雄司 岩見沢市医師会 理事 

野﨑 岳央 岩見沢歯科医師会 会長 

水島 久美 北海道薬剤師会南空知支部 支部長 

◎出口 智 岩見沢市社会福祉協議会 事務局長 

石若 俊信 岩見沢市老人クラブ連合会 会長 

西岡 和代 岩見沢市民生委員児童委員協議会 副会長 

木村 聡 岩見沢商工会議所 副会頭 

米内山 定雄 岩見沢市町会連合会 会長 

湯藤 京子 岩見沢市保健推進会 会長 

森口 悦子 健康と福祉を高める市民会議 代表委員 

奥田 知靖 岩見沢市子ども・子育て会議 委員 

○佐藤 惠三 岩見沢市障がい者福祉施策推進懇話会 会長 

河原 栄美子 公募委員  

南 美紀 公募委員  

 


